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専修学校学生生徒数は65万5,790人
築１,００１人、旅行９６７人など。減少傾向が見られたのは、理

学・作業療法１,１０４人、介護福祉１,１０３人、柔道整復８１７人な

ど。

◆入学者数　全体で３１２,８４３人となり、前年度比で３,４２８人

（１.１％）増加した。

　専門課程への入学者数は２６８,７３９人で、前年度より３,４２６

人増加した。このうち、本年３月に高等学校等を卒業した

　文部科学省より平成２９年５月１日現在の学校基本調査速

報が公表された。今回の調査で専修学校は、学校数は前年

度に比べ１０校減少し３,１７３校、また在籍者数は前年度に比

べ８５９人減少し６５５,７９０人であった。

　また、今春の高等学校卒業者１,０６９,７５４人のうち、専門学

校への進学者は前年度より３６６人増加して１７３,７６２人となり、

進学率は前年より０.２ポイント低下して１６.２％。なお、今春

の高卒者のうち大学（学部）への進学率は０.２ポイント上

昇して４９.４％（５２８,８２７人）、また就職者の割合は前年より

０.１ポイント低下して１７.８％　（１８９,６５２人）となった。

　専修学校、各種学校についての主な速報値は次のとおり。

【専修学校】

◆学校数　全体では３,１７３校（国立９校、公立１８８校、私立

２,９７６校）で、前年度より１０校減少している。

　都道府県別の学校数は、東京都４０３校、大阪府２２７校、愛

知県１７７校、北海道１６９校、福岡県１７０校の順で多い。

　課程別では、専門課程を置く学校は６校増加し２,８２３校、

高等課程を置く学校は６校減少して４１８校、一般課程を置

く学校は８校減少して１４９校（課程併設校あり）。

◆学生・生徒数　全体では６５５,７９０人（男子２９０,３２５人、女子

３６５,４６５人）となり、前年度比８５９人の減少。

　課程別では、専門課程は３３１人（０.６％）減少して５８８,７１９

人、高等課程は１,３６６人（３.５％）減少して３７,５９６人、一般

課程は８３８人（２.９％）増加して２９,４７５人。

　分野別では、医療２０８,３２４人、文化・教養１５１,３４３人、工業

８６,２５５人、衛生７６,６３２人、商業実務７４,１７１人、教育・社会福

祉３５,２５６人、服飾・家政１８,７４４人、農業５,０６５人。前年度よ

り増加した分野は、文化・教養分野３,３２５人増、工業分野

２,３９０人増、商業実務分野８８７人増、服飾・家政分野４７３人

増。減少した分野は、医療分野３,４３６人減、教育・社会福

祉分野２,６２９人減、衛生分野１,８３２人減、農業分野３７人減で

ある。

　全体の学科別で増加が目立つのは情報処理１,２２５人、受

験・補習１,７３９人、商業１,１８６人、外国語１,０９３人、土木・建

文科省・平成２９年度学校基本調査速報公表
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者は１８５,３１２人であり、入学者数に占める割合は６９.０％。

　専門課程入学者のうち大学等の卒業者数は、１６,１７３人と

あり、内訳は大学卒業者１３,０８６人、短大卒業者２,８３１人、高

等専門学校卒業者２５６人。入学者全体に占める割合は６.０％

である。

　また、高等課程への入学者数は１５,２０２人で前年度より

８２９人減少している。このうち、本年３月に中学校等を卒

業した者は８,５９７人であり、入学者に占める割合は５６.６％で

ある。

◆卒業者数　全体では２７５,２６１人となり、前年度より３,１７６

人増加している。

◆教員数　教員数は１５６,１３０人〔本務者４１,３７０人（高等課程

２,６６１人、専門課程３７,６６６人、一般課程１,０４３人）、兼務者

１１４,７６０人〕で、前年度より３７６人増加している。教員一人

当たりの学生・生徒数は前年度から横ばいで４.２人となって

いる。

【各種学校】

◆学校数　１,１８３校（公立６校、私立１,１７７校）で、前年度

より１７校減少している。

◆生徒数　１２２,０８６人（男子６４,９７０人、女子５７,１１６人）で、

前年度より１,４５７人（１.２％）増加している。

　分野別では、その他分野（予備校・自動車操縦等）は

８４,０５５人、文化・教養は１９,１３２人、商業実務は８,８４１人、医

療は６,７９７人、家政は２,７５８人、衛生は３１７人、教育・社会福

祉は８２人、工業は４２人、農業は６２人。

　専門職大学及び専門職短期大学（専門職大学等）を創設

する学校教育法一部改正法が５月３１日公布、平成３１年４月

１日施行となったことを受け、文部科学省（文科省）は、

次の構成員による中央教育審議会大学分科会「専門職大学

等の制度設計に関する作業チーム」（作業チーム）のもとで、

専門職大学等の設置基準その他政省令・告示（設置基準）

等の具体的内容について精力的に審議を進めた。

＜作業チーム委員（５０音順・敬称略）＞主査：黒田壽二（金

沢工業大学学園長・総長）／麻生隆史（（学）第二麻生学園

理事長、山口短期大学学長）、安部恵美子（長崎短期大学

長）、有信睦弘（国立研究開発法人理化学研究所理事）、岡

本比呂志（（学）中央情報学園理事長）、金子元久（筑波大

学特命教授）、佐藤東洋士（（学）桜美林学園理事長、桜美

林大学総長）、千葉茂（日本工学院専門学校校長）、寺田盛

紀（岡山理科大学教授、名古屋大学名誉教授）

　７月３日の第１３６回大学分科会で作業チームの審議経過

等として「学校教育法の改正に伴う関係政省令等の整備

専門職大学設置基準その他
政省令・告示等の公布
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案」、「専門職大学等の設置基準の制定案等」を審議。作業

チームの継続的審議と並行し、精査状況に応じ設置基準等

（要綱案）への意見公募の実施を了承した。その後、７月

２０日・３１日から約１ケ月の間で公募を実施、専門職大学等

の関連で合計２９５件の意見（９月１日・８日結果公開）が寄

せられた。

　８月２３日の第１３７回大学分科会で「専門職大学設置基準

の制定等について（諮問）」として要綱案を審議・議決し、

適当である旨、文科大臣に答申した。なお、専門職大学等

の設置基準等の要綱の概要は次のとおり。

【専門職大学等の設置基準の制定】専門職大学等の教育研

究上の基本組織、収容定員、教育課程、卒業の要件等、教

員組織、教員の資格、施設及び設備等に関する事項その他

設置に関する事項を定める。

【学位規則の改正】専門職大学等が授与する学位の種類

（学士（専門職）、短期大学士（専門職））等を定める。

【学位の種類及び分野の変更等に関する基準の改正】専門

職大学等に係る学位の種類及び分野の変更等に関する基準

を定める。

【学校教育法施行規則の改正】専門職大学等の制度化に伴

い、実務経験を通じて修得した実践的能力を勘案した修業

年限の通算に係る要件及び通算できる期間の上限、認証評

価機関が存在しない場合等の評価の代替措置、情報の公表

等について、所要の規定を整備する。

【学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに

際して必要な細目を定める省令の改正】専門職大学等に係

る大学評価基準に関する規定及び分野別認証評価の内容、

評価方法等について、所要の規定を整備する。

　上記の専門職大学等の設置基準等は、９月１日・８日に

公布、それぞれ平成３１年４月１日施行とし、９月２１日に公

布通知を発出した。

　また、文科省は、上記の答申を受けて文科大臣所轄学校

法人に係る「学校法人の寄附行為及び寄附行為の変更の認

可に関する審査基準」（手続規則）について、①提出書類の

追加・様式の変更、②課程の設置及び変更の認可及び届出

に係る申請書類、③認可申請・届出の期間等の一部を改正

する省令案をまとめ、意見公募を８月２８日から約１ケ月間

開始、９月２９日に公布・施行する予定である。

　上記の手続規則の改正案では、設置認可の申請期間につ

いて、原則は開設年度の前々年の１０月１日から３１日までと

するが、平成３１年度の開設に限り開設年度の前々年度（本

年度）の１１月１日から３０日まで１ケ月繰り下げている。ま

た、別途、来省による事務相談（９月１９日～２２日、予備

日：　２８日・２９日、１０月２日）の実施を事前予告した。

　なお、専門職大学等の設置基準等その他関連情報は、全

専各連ホームページにて提供している。

　８月３０日、文部科学省は平成３０年度予算概算要求を取り

まとめた。専修学校関係概算要求の中で、主な事項は次の

とおり。詳細は広報全専各連プラスＷＥＢ。

［１.　専修学校教育の人材養成機能の向上］

○専修学校による地域産業中核的人材養成事業：要求額

２,２４１百万円（２９年度当初予算額１,６８３百万円）

○専修学校グローバル化対応推進支援事業：２５２百万円（２９

年度当初予算額２５２百万円）

○国費外国人留学生制度：要求額８００百万円

［２.　専修学校教育の質保証・向上］

○職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の

推進：要求額１５０百万円（２９年度当初予算額１８１百万円）

○専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強

化事業【新規】：１２７百万円

［３.　学びのセーフティネットの保障］

○専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実

証研究事業：要求額２０６百万円（２９年度当初予算額１８１百万

円）

○私立学校施設整備費補助金：要求額１,０００百万円（２９年度

当初予算３００百万円）

　今年も、以下のブロック会議が開催されました。詳細は、

広報全専各連プラスＷＥＢに掲載します。

○中国ブロック会議（７月１３日（木）山口県：ホテルニュ

ータナカ　参加者約１６０名）

○近畿ブロック会議（７月２１日（金）兵庫県：神戸メリケ

ンパークオリエンタルホテル　参加者約１５０名）

○九州ブロック会議（７月２７日（木）～２８日（金）鹿児島

県：ホテルパレスイン鹿児島　参加者約１５０名）

○四国ブロック会議（８月４日（金）愛媛県：東京第一ホ

テル松山　参加者約９０名）

○北関東信越ブロック会議（８月２２日（火）茨城県：ホテ

ルレイクビュー水戸　参加者約２１０名）

○中部ブロック会議（８月２４日（木）～２５日（金）岐阜

県：ホテルグランヴェール岐山　参加者約１１０名）

○北海道ブロック会議（９月１５日（金）～１６日（土）北海

道：北見市：ホテル黒部　参加者約１１０名）

　文部科学省において、以下のとおり人事異動がありまし

た。（　）内は前任者。敬称略。

　７月１日付　○専修学校教育振興室専修学校第二係員　

福島　健太（三瓶　恭佑）

平成３０年度文科省専修学校関係概算要求

平成２９年度ブロック会議開催状況

文部科学省　人事異動
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ＴＣＥ財団だより
http://www.sgec.or.jp

 J  検   http://jken.sgec.or.jp/

B 検   http://bken.sgec.or.jp/

　平成２９年６月１８日に文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

情報活用試験（前期）が下記のとおり実施された。受験状

況・結果は次のとおり。●ペーパー方式

　出願団体数　　　　　 ３０団体

　会場数　　　　　　　 ３０会場

　３級　　　 出願者数　 １,１４８名

　　　　　　受験者数　 １,０７７名

　　　　 合格者数 １,０２０名

　　 合格率 ９４.７％

　２級　 出願者数 ５６１名

　　　　　　受験者数 ５００名

　　　　　　合格者数 ３０４名

　　　　　　 合格率 ６０.８％

　１級　　　 出願者数 ４７７名

　　　　　　受験者数 ４１１名

　　　　　　合格者数 ２４６名

　　　　　　　合格率 ５９.９％

●ＣＢＴ方式（平成２９年４月１日～平成２９年９月１５日受

付）

　出願者数　　  ４,７６１名

　情報活用試験　

　３級　　　出願者数 １,５４０名

　２級　 出願者数 １,０９０名

　１級　 出願者数 ４３２名

　情報システム試験

　　基本スキル　

　　　　　　出願者数 ７３６名

　　プログラミングスキル

　　　　　　出願者数 ３３６名

　　システムデザインスキル　　　

　　　　　　出願者数 ３５４名

　情報デザイン試験

　　初級　

　　　　　　出願者数　 　２４０名

　　上級　

　　　　　　出願者数　 　　３３名

情報検定　Ｊ検　受験状況・結果

　平成２９年７月２日（日）に文部科学省後援平成２９年度前

期ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパスが実施された。

出願団体数　 １４７団体

会場数　　　 １３１会場

出願総数　　 １１,３６３名

■３級　　

出願者数　　　 　９,２１８名

受験者数　　　 　８,６７８名

合格者数　　　 　７,００９名 合格率８０.８％

■２級

出願者数　　　 　２,１４５名

受験者数　　　 　２,０３８名

合格者数　　　 　１,４１３名 合格率６９.３％

（通年実施のＣＢＴ方式は含みません）

ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス
受験状況・結果

　本財団では、専修学校制度発足以来、文部科学省、各都

道府県学事所管部課をはじめ、関係所轄庁のご協力を得て、

全国国公私立の専修学校すべてを網羅した「全国専修学校

総覧」を刊行し、高等学校における進路指導資料、また官

公庁や公的機関における準拠資料、各企業の調査資料とし

て幅広く活用されております。

　本年度も関係諸官庁、各専修学校等のご協力を得て、１０

月に平成３０年版を刊行し、高等学校進路指導部等の関係部

署に送付する予定です。

　刊行に当たりまして、ご協力をいただきました皆様に、

厚く御礼を申し上げます。

平成３０年版全国専修学校総覧
刊行のお知らせ

●中堅教員研修会

　一般財団法人職業教育・キャリア教育財団（ＴＣＥ財団）

による、中堅教員研修会「リスクマネジメント（クレーム

対応）」（７月２４日、東京都・主婦会館プラザエフ、受講者

３０名）、「新任指導力（組織コーチング、メンタリング）」（８

中堅教員研修会を開催

　８月１日付　○専修学校教育振興室室長　廣野　宏正 （白鳥　綱重）
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月１日～２日、東京都・主婦会館プラザエフ、受講者２４名）

「教育・指導力向上（ファシリテーションの効果を実感す

る体験学習）」（８月２４日～２５日、東京都・主婦会館プラザ

エフ、受講者２２名）、「学校の経営（ＳＷＯＴ分析を中心と

して）」（８月３０日～３１日、東京都・主婦会館プラザエフ、受

講者２１名）が開催された。

　いずれの研修会も専修学校中堅教員の育成に意義深い内

容となり、盛会のうちに全日程を終了。

●スクールプライバシーマーク制度内部監査員養成研修会

　一般財団法人職業教育・キャリア教育財団（ＴＣＥ財団）

による、スクールプライバシーマーク（ＳＰマーク）制度

内部監査員養成研修会（①９月８日、大阪府・大阪私学会

館、受講者７名）（②９月２１日、東京都・ＴＫＰ市ヶ谷カ

ンファレンスセンター、受講者６名）が開催された。

　八木信幸評価・認証事業運営委員より、「オリエンテー

ション」、「制度の概要と審査の手順」、「監査技法」、「『学

校・施設等における個人情報保護に関する要求事項』の解

説」、「内部監査演習（監査シュミレーション演習）」をテー

マとして実施。

　いずれの研修会も専修学校の個人情報保護体制等の構築

において意義深い内容となり、全日程を終了。

スクールプライバシーマーク制度
内部監査員養成研修会を開催

＜役員会・総会等＞

●都道府県協会等代表者会議

　平成２９年１１／２４（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第１２６回理事会・全専協理事会合同会議

　平成３０年２／２２（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全専各連第６７回定例総会・第１２７回理事会

　平成３０年６／２０（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国学校法人立専門学校協会定例総会・理事会

　平成３０年６／２１（木）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜平成２９年度ブロック会議＞

●東北ブロック会議

　平成２９年１０／１３（金）

　青森県・青森国際ホテル

●南関東ブロック会議

　平成２９年１０／２７（金）

　千葉県・京成ホテルミラマーレ

平成２９・３０年度予定日程

＜平成３０年度ブロック会議＞

●中国ブロック会議

　平成３０年７／１３（金）

　島根県・ホテル一畑

●近畿ブロック会議

　平成３０年７／２０（金）

　大阪府・太閤園

●中部ブロック会議

　平成３０年８／２３（木）２４（金）

　富山県・カナルパークホテル富山

●北関東信越ブロック会議

　平成３０年８／２８（火）２９（水）

　新潟県・ホテルイタリア軒

●東北ブロック会議

　平成３０年９／１４（金）

　秋田県・調整中

＜ＴＣＥ財団役員会＞

●第１２６回理事会　

　平成２９年１０／１８（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

●第１２７回理事会・第８６回評議員会

　平成３０年３／２０（火）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜研修会＞

●中堅教員研修会

　◇平成２９年９／２７（水）～２９（金）「教員のキャリアデザ

インワークショップ」

　　東京都・主婦会館プラザエフ

●管理者研修会

　◇平成２９年１０／１７（火）

　　大阪府・アウィーナ大阪

　◇平成２９年１０／２３（月）

　　東京都・アルカディア市ヶ谷

　◇平成２９年１０／３０（月）

　　福岡県・ホテル福岡ガーデンパレス

●留学生担当者研修会

　◇平成２９年１２／１（金）

　　東京都・アルカディア市ヶ谷

●全国高等専修学校協会教職員研修会

　◇平成２９年１２／２０（水）

　　東京都・アルカディア市ヶ谷

＜検定試験＞

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

　◇平成２９年度後期試験

　　【情報活用試験】平成２９年１２／１７（日）

　　【情報システム】平成３０年２／１１（日）
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　平成２８年熊本地震、東日本大震災などにより被害を受けた皆さまに、心よりお見舞い申し上げます。

　日本政策金融公庫（国民生活事業）は、「国の教育ローン」につきまして、震災により被害を受けた皆さまに対して、

貸付利率の引下げなどの「災害特例措置」を実施しています

　お問い合わせは、教育ローンコールセンター　０５７０－００８６５６（又は０３－５３２１－８６５６）

日本政策金融公庫（国の教育ローン）「災害特例措置」のご案内

　募集要項等に、３月３１日までに入学辞退の意思表明をし

た者に授業料等を返還することを明記してあるか、不適切

な記載がないかも併せ、改めてご確認ください。ご心配な

点は都道府県所管課等とご相談ください。

　本件に関わる通知等は全専各連ホームページにてご覧い

ただけます。

会員校の皆様へ

　◇ＣＢＴ試験

　　【情報活用・情報システム・情報デザイン】

　　　平成２９年４／１（土）～平成３０年３／２５（日）

　　　※情報デザインは、ＣＢＴ方式のみで実施。

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

　◇平成２９年度後期試験

　　【２級・３級】平成２９年１２／３　（日）

　◇ＣＢＴ試験

　　【１級】平成３０年２／３（土）～１１（日）

　　【２級・３級】平成２９年４／１（土）～平成３０年３／２５（日）

＜その他＞

●第７２回全国私立学校審議会連合会総会

　平成２９年１０／２６（木）・２７（金）

　石川県・ＡＮＡクラウンプラザ金沢

〔プサン〕２,４１０名（１,７３８名）

　　専門学校・日本語教育機関　６４校（３５ブース）

　　大学　４３校

　　企業　５社

〔ソウル〕３,９５０名（昨年３,１２０名）　

　　専門学校・日本語教育機関　６４校（３５ブース）

　　大学　５７校

　　企業　５社

　同フェアは毎年同様の時期に開催しており、台湾、韓国

ともに日本語教育従事者に対しても本フェアが恒例の事業

として広く認知されている。

　詳細は全専各連ホームページ〔広報全専各連〕→プラス

ＷＥＢよりご覧いただけます。

http://www.zensenkaku.gr.jp/koho/koho_info.html

■平成３０年度専修学校関係概算要求

■ブロック会議概要報告（中国、近畿、九州、四国、北関

東信越、中部、北海道）

■分野別専門部会総会　○公益社団法人全国経理教育協会

定例総会　○公益社団法人全国珠算学校連盟定例総会　

○全国語学ビジネス観光教育協会定例総会　○全国予備

学校協議会定例総会　○特定非営利法人全国美術デザイ

ン専門学校教育振興会

■イベント・研修会　＜ＴＣＥ財団＞　○キャリアサポー

ター養成講座　○「未来ノート」研修会　

　＜部会主催＞　○全国高等専修学校体育大会

【台湾】日本への留学を希望する学生等に対して現地で相

談会を開催し、日本の教育機関の最新情報を提供する

「２０１７日本留学フェア（台湾）」が７月８日（土）高雄、

１７日（日）台北で開催された。

　主催は（独）日本学生支援機構、（公社）東京都専修学校

各種学校協会、（財）日本語教育振興協会、全専各連。来場

者数等は以下のとおり。

〔高雄〕１,２３５名（昨年１,３６５名）

　　専門学校・日本語教育機関　１０４校（６２ブース）

　　大学　４３校

　　企業　９社

〔台北〕２,９５３名（昨年３,３４４名）　

　　専門学校・日本語教育機関　１０４校（６２ブース）

　　大学　６５校

　　企業　９社

【韓国】「２０１７日本留学フェア（韓国）」が９月９日（土）

プサン、１０日（日）ソウルで開催された。

　主催は（独）日本学生支援機構、共催は（社）韓日協会、

（社）釜山韓日交流センター、（公社）東京都専修学校各種

学校協会、全専各連。来場者数等は以下のとおり。

日本留学フェア（台湾・韓国）

広報全専各連プラスＷＥＢ
掲載記事一覧
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文部科学省後援

ビジネス能力検定ジョブパス
（http://bken.sgec.or.jp/）

２０１５年１０月から従来のペーパー方式（全国一斉）に加えて
新たに２級、３級にもＣＢＴ方式を導入しました。（１級はＣＢＴ方式のみ）
（検定試験の最新情報は、Ｂ検ホームページにてご確認ください）

２級・３級（２０１７年度後期）〔ペーパー方式〕
■後期試験／平成２９年１２月３日（日）
■出願期間／９月１日（金）～１０月２０日（金）
■実施級・受験料／２級（４,２００円）
　　　　　　　　　３級（３,０００円）

【想定受験者と評価内容】
２級●就職活動のスタートを間近に捉えた大学生、専門
学校生等から社会人１、２年目程度。●３級の知識を前
提とし、企業の役割や責任と権限などを理解するととも
に、効率的な業務の進め方、問題解決のための基本的な
コミュニケーション、情報活用の技法を評価する。
３級●就職活動を視野に捉えた、高校３年生、大学生・
専門学校生等●入学者自らの職業観や勤労観といった概
念の形成を前提にビジネス常識および、基礎的なコミュ
ニケーション、情報の利活用など、将来、職業人として
適応するために身につけておくべき知識を評価する。

１級（２０１７年度後期）
■後期試験／平成３０年２月３日（土）～
 ２月１１日（日）
（上記期間内から選択可。ただし会場設営状況
による。詳細はホームページをご覧ください）
■出願期間／団体受験：１２月４日（月）～
 試験日の２週間前まで
　　　　　／個人受験：１２月４日（月）～
 試験日の３週間前まで
■実施級・受験料／１級（８,５００円）
（２級合格者が所定の期間に受験する場合５,５００円※但し、１回のみ）

【想定受験者と評価内容】
●就職活動を展開中の大学生・専門学校生等から入社１
年目から３年目程度の社会人。●２級の知識、技法を前
提とし、問題解決を円滑に推進するために必要となる論
理的な思考、情報発信と表現技法、および基礎的なマネ
ジメント技法を実践的に評価する。

CBT方式のみ�
　　詳細はＪ検HPを参照下さい。�

◇「併願受験」をサポートするプランも実施中です。�
　不合格、または欠席となった科目は1年間合格するまで何度でも受験できます。�
　（団体のみ対象。登録資格はwebにてご確認ください。）�

◇各試験で随時受付中です。�
＊ 個人受験をご希望の方はCBT方式をご利用ください。�

ペーパー方式（団体出願のみ実施）�
平成２９年度後期�

ペーパー方式（団体出願のみ実施）�
平成２９年度後期�

平成２９年１２月１７日（日）�

１級　――　４,５００円�

手書願書――９月１日～１１月６日（願書必着日）�
電子願書――９月１日～１１月１５日（　　〃　　）�
�
２級　――　４,０００円�
３級　――　３,０００円�

実施級／受験料�

出　願　期　間�

試　　験　　日　平成３０年２月１１日（日）�
出　願　期　間　手書願書――１１月１日～１２月１８日（願書必着日）�
　　　　　　　　電子願書――１１月１日～平成３０年１月９日（　〃　）�
実施級／受験料　基本スキル ――――――― 　３,５００円�
　　　　　　　　システムデザインスキル ――   　３,０００円�
　　　　　　　　プログラミングスキル ―――    　３,０００円�

実施級／受験料　初級 ―― 　４,０００円�
　　　　　　　　上級 ――    　４,５００円�

情報検定全科目でCBT方式がご利用いただけます！�
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